
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分市奨学資金制度検討委員会 

最終報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年２月 

 

  



2 

 

目 次 

 

はじめに                                  ・・・・・・・・・・ １ 

 

１ 大分市奨学資金制度について      ・・・・・・・・・・ ２ 

（１）概要 

① 貸与型奨学資金 

② 給付型奨学資金（未来自分創造資金） 

（２）現状と課題 

 

２ 大分市を取り巻く社会情勢等      ・・・・・・・・・・ ５ 

（１）人口の推移 

（２）社会動態・自然動態 

 

３ 国や地方公共団体における奨学金制度等 ・・・・・・・・・・ ７ 

（１）国・県 

（２）中核市 

 

４ 市民の意見（アンケート結果より）   ・・・・・・・・・・ ９ 

（１）結果概要 

（２）回答結果 

 

５ 新たな奨学資金制度について      ・・・・・・・・・・１３ 

（１）目的 

（２）制度の内容 

① 奨学資金の種類 

② 貸与金額 

③ 貸与期間 

④ 応募資格 

⑤ 選考方法 

⑥ 募集人員 

⑦ 他の制度との併用 

⑧ 奨学資金の返還 

⑨ その他 

 

おわりに                                  ・・・・・・・・・・１５ 



1 

 

はじめに 

 

大分市における奨学資金制度は、高校・高専等及び大学・短大に在学する生

徒・学生のうち、学業人物ともに優秀で、かつ、経済的理由により修学困難な

者に対し資金を貸与・給付し、有用な人材を育成することを目的とした制度で

ある。 

現在、高校生・大学生等を対象とする「貸与型奨学資金」及び、高校生等を

対象とする「給付型奨学資金（未来自分創造資金）」があるが、「貸与型奨学資

金」の応募者数は年々高校生・大学生等ともに減少傾向にあり、定員を大幅に

下回る状態が続いている。 

一方、文部科学省においては、令和２年度から一定の条件を満たす全ての学

生を対象に「高等教育の修学支援新制度（授業料等減免と給付型奨学金）」を

実施しており、さらに、令和６年度からは子育て支援の観点から、支援対象を

多子世帯の中間層に拡大するなど、制度の拡充を行う予定である。 

大分市においては、人口減少や少子高齢化等の社会課題へ対応するため、奨

学資金制度を時代やニーズに即したものにする必要があると考える。 

このことから、当委員会は魅力的な大分市独自の制度の構築に向け、現状の

課題等を整理し、今後の奨学資金制度の在り方について検討を行った。 

大分市教育委員会においては、本報告書を踏まえ、生徒、保護者をはじめ広

く市民から理解される、奨学資金制度とすることを期待する。 

 

令和６年２月２日 

大分市奨学資金制度検討委員会 
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１ 大分市奨学資金制度について（概要、現状と課題） 

（１）概要 

① 貸与型奨学資金 

○根拠法令 大分市奨学資金に関する条例（昭和４０年条例第２４号） 

大分市奨学資金に関する条例施行規則（昭和４０年規則第３号） 

 

○目  的 高校・高専等及び大学・短大に在学する生徒・学生のうち、学業 

人物ともに優秀で、かつ、経済的理由により修学困難な者に対し 

資金を貸与し、もって有用な人材を育成することを目的とする。 

 

○貸与金額 高校・高専  国公立     月額 １０，０００円 

私 立     月額 ２０，０００円 

大学・短大  国公立・私立  月額 ４５，０００円 

 

○貸与期間 奨学生が在学する学校の最短修学期間の終期まで 

 

○奨学生の資格  次の各号のいずれにも該当する者 

⑴ 保護者が、大分市内に住所を有していること。 

⑵ 高等学校等もしくは大学に在学中の者 

⑶ 学業人物ともに優秀と認められる者 

⑷ 経済的理由により学資の支弁が困難な者 

 

○採用決定 大分市奨学生選考委員会の選考を経て教育委員会が決定する。 

 

○返還(無利子) 貸与を終了した日から６月を経過する日の属する月の翌月から 

起算して１５年以内に月賦・半年賦・年賦で返還する。 

 

○応募の状況 （令和５年度） 

募集期間 令和５年３月１０日（金）～令和５年４月１０日（月） 

 

募集人員 高校・高専 新１年生 １０名 

大学・短大 新１年生 ２０名 

 

応募状況 高校・高専  ２名（国公立 １名、私立 １名） 

大学・短大 １１名（国公立 ７名、私立 ４名） 
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② 給付型奨学資金（未来自分創造資金） 

○根拠法令 大分市奨学資金に関する条例（昭和４０年条例第２４号） 

大分市奨学資金に関する条例施行規則（昭和４０年規則第３号） 

 

○目  的 高校・高専等に在学する生徒・学生のうち、学業人物ともに優秀 

で、かつ、経済的理由により修学困難な者に対し資金を給付し、 

もって有用な人材を育成することを目的とする。 

 

○給付時期及び給付金額 

奨学生が高等学校等に入学する年度の前年度の３月及び高等学校 

等を卒業する年度の３月に１００,０００円、高等学校等において 

進級する年度の前年度の３月に５０,０００円を給付する。 

 

○奨学生の資格 次の各号のいずれにも該当する者 

⑴ 出願者の保護者が、大分市内に住所を有していること。 

⑵ 学校教育法第１条に規定する高等学校・高等専門学校・ 

中等教育学校の後期課程に入学予定の者 

⑶ 学業人物ともに優秀と認められる者 

⑷ 経済的理由により学資の支弁が困難な者 

⑸ 前年度の市民税の所得割額が年額５１，３００円未満 

の世帯。（修学者は除く） 

 

○採用決定 大分市奨学生選考委員会の選考を経て教育委員会が決定する。 

 

○応募の状況 （令和４年度） 

募集期間 令和４年１２月１５日（木）～令和５年１月１６日（月） 

 

募集人員 高等学校等 新１年生 １００名 

 

応募状況 高等学校（３年制）７９名（国公立５１名、私立２８名） 

高等学校（５年制）  ８名（国公立  ３名、私立 ５名） 
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（２）現状と課題 

大分市奨学資金制度は、学業人物ともに優秀かつ経済的理由で修学困難となって

いる高校生・大学生に活用してもらうことで、有用な人材を育成することを目的と

して、昭和３３年に創設された制度である。 

本制度は、高校生・大学生等を対象とした貸与型の奨学資金（無利子）と、高校

生を対象とした給付型の奨学資金「未来自分創造資金」（平成２６年創設）があり、

令和４年度までに貸与型・給付型を合わせて累計３，３２３名の学生が利用してき

た。 

しかしながら、貸与型の奨学資金については、年々応募者数が減少し定員を下回

る状況が続いている（図１、図２）ことから、制度のあり方を含め見直しが必要で

あると考える。 
 

図１ 貸与型奨学資金 利用者の推移（高等学校等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 貸与型奨学資金 利用者の推移（大学等） 
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２ 大分市を取り巻く社会情勢等 

（１）人口の推移 

大分市の老年人口（６５歳以上）は増加傾向にあり、２０１０（平成２２）年に

は高齢化率が２０％を超えている。一方、年少人口（１５歳未満）は減少傾向にあ

り、２００５年には、老年人口が年少人口を上回った。今後も、老年人口は増加す

ることが見込まれる。また、生産年齢人口（１５歳～６４歳）をみると、増加し続

けていたものの、２０１０（平成２２年）には減少に転じている（図３）。 

 

図３ 年齢3区分別人口の推移（大分市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」 
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（２）社会動態・自然動態 

大分市の社会動態については、平成３０年に転出超過となっているものの、転入

超過の傾向が続いている（図４）。一方、自然動態については、出生数が逓減傾向

のなか、死亡数が年々増加傾向にあり、平成２９年から死亡数が出生数を上回った

後は、自然動態の減少傾向が続いている（図５）。令和４年１０月１日時点では、

社会動態がプラス８５２人、自然動態がマイナス１，４５５人であり、前年同月比

でマイナス６０３人となっている。 

 

図４ 社会動態（大分市） 

 

 

 

図５ 自然動態（大分市） 
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３ 国や地方公共団体における奨学金制度等 

（１）国・県 

国では「大学等における修学の支援に関する法律」（令和元年５月法律第８号）に

基づき、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人材を育成する大学等にお

いて修学できるよう、令和２年４月から高等教育の修学支援新制度（授業料等減免・

給付型奨学金）を実施している。また、貸与型奨学金（無利子・有利子）についても、

意欲のある学生等が経済的理由により進学を断念することが無いよう、貸与基準を

満たす希望者に対し事業を実施している。 

県においては、優秀な学生及び生徒で経済的理由により修学困難な者に対する援護

補導を行い、もって社会における有為な人材の育成と教育の振興に寄与することを

目的として奨学資金の貸与の事業を行っている。 

 

○無利子の貸与型奨学金及び給付奨学金の拡充 

国の制度において、近年では有利子の貸与型奨学金から、無利子や給付型の奨学金

へ移行している状況である（図６）。 

 なお、給付型奨学金は平成２９年度に創設され、令和２年４月から高等教育の修学

支援新制度の創設により大幅に拡充されている。 

 

図６ 奨学金の貸与・給付状況（実績金額）の推移（国） 
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（２）中核市 

大分市が令和５年９月に実施した中核市調査「高等教育への修学を支援する奨学

金制度について」の集計結果によると、奨学金制度のうち、貸与型を実施している

市（図８）は２５市であり、給付型を実施している市（図９）は１３市であった。

また、地元への居住や就職などの免除要件を満たした方を対象に、貸与した一部又

は全部を免除する奨学金制度である返還免除型奨学金を実施している市（図１０）

は４市であった。 

 

図８ 貸与型奨学金について              図９ 給付型奨学金について 

   
 

図１０ 返還免除型奨学金（※1）について 
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４ アンケート結果 

大分市では、奨学資金制度の見直しに伴い、市内の高校生や保護者に奨学金等の

利用意向等についてアンケート調査を令和５年７月に実施した。 

アンケートの調査結果は、次のとおりである。 

（１）結果概要 

■調査対象  市内の高校２年生・３年生及びその保護者 

■回 答 数 高校２年生・３年生  １,１２３件（回答率１２.８％） 

保護者        １,６５７件（回答率１８.９％） 

 

（２）回答結果（一部抜粋） 

■進路と経済的事情 

卒業後に希望する進路は、高校２年生の段階では「まだ進路を決めていない」

の割合が高校３年生と比較して相対的に高いものの、高校２年生、高校３年生

の両方について「大学進学」の割合が相対的に高い傾向にある。また、高校２

年生、高校３年生の両方について、７割以上の生徒が大学や専門学校等の高等

教育機関への進学を希望している状況である（図１１、図１２）。 

 

図11 卒業後に希望する進路について（生徒） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図12 卒業後に希望する進路について（保護者） 
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進路の決定理由に経済的事情が含まれる割合については、県外の進学先と比

べ県内の進学先を希望している方の割合が高く、国公立大学や短期大学への進

学を第一希望としている場合においても高い割合を示している。また、生徒よ

りも保護者の方が進路を決める理由に経済的な事情が含まれる割合が高い（図

１３、図１４）結果となっている。 

 

図13 進路の決定理由（経済的事情）について（生徒） 
 

進路を決める理由に、経済的な事情が含まれるか。（第一志望の進学先別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 進路の決定理由（経済的事情）について（保護者） 
 

進路を決める理由に、経済的な事情が含まれるか。（第一志望の進学先別） 
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■所得要件 

奨学金を利用する際に所得制限等を設けることについて、生徒は、「反対」の

割合が「賛成」よりもわずかに高く（図１５）、保護者については、生徒の結果

と比べ「反対」の割合が高い（図１６）結果となっている。 

 

図15 所得要件による制限について（生徒） 
 

奨学金を利用する際に所得制限等を設けることについて 

  

 

図16 所得要件による制限について（保護者） 
 

奨学金を利用する際に所得制限等を設けることについて 

  
 

 

 

33.9%

36.3%

わからない

29.2%

その他 0.6% 【賛成】

家計や家庭状況によって

奨学金を借りたりもらった

りすることを

制限されたほうがいい

【反対】

家計や家庭状況によって

奨学金を借りたりもらった

りすることを
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29.0%

48.5%

わからない
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その他 1.9% 【賛成】

家計や家庭状況によって

奨学金を借りたりもらった

りすることを

制限されたほうがいい

【反対】

家計や家庭状況によって

奨学金を借りたりもらった

りすることを

制限されないほうがいい

[その他]の主な意見 

・奨学金を借りなくてもすむように、教育費の 

無償化が進むほうがよい 

・ある程度の経済状況による制限は必要だ 

が、現在の制限が妥当かを検討する余地 

はあると思う 

[その他]の主な意見 

・子供の借金と言っているのに、親の所得に 

よって、借りる、もらえるというのは不公平感 

がある気がする 

・制限の範囲の見直しをしてもよいと思う 
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■奨学金の種類 

利用したい奨学金については、生徒、保護者とも「低額だけど返す必要のな

い給付型の奨学金」の割合が最も高く、「借りたい金額を複数の選択肢から選べ

る無利子の奨学金」や「地元就職等の条件を満たせば返さなくてよい高額の奨

学金」は同程度の割合となっている（図１７、図１８）。 

 

図17 利用したい奨学金の種類（生徒） 

 
 

図18 利用したい奨学金の種類（保護者） 
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[その他]の主な意見 

・収入に関わらず利用でき、返済額が給付

額の半分以下の奨学金 

・学ぶ上でお金の心配がもう少し減るような 

低額でない給付金 
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[その他]の主な意見 

・成績で優遇される高額の給付型奨学金の

拡大 

・地元ではなくても、その土地に就職すること 

を条件に返さなくて良い奨学金制度 
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５ 新たな奨学資金制度について 

（１）目的 

人口減少や少子高齢化等の社会課題への対応策の一つとして、進学を志す学生

の経済的負担の軽減と卒業後に大分市で活躍する人材の育成・確保を目的とした

制度とすることが望ましいと考える。 

 

（２）制度の内容 

① 奨学資金の種類 

奨学資金の種類は、入学時に必要な入学金、転居費用及び新たな生活を始める

ための生活必需品等の購入に活用できる「入学一時金」と、授業料等に活用でき

る「学費」の２種類が必要であると考える。 

 

② 貸与金額 

貸与金額は、一般的に必要とされる入学金及び授業料を補える額とすること、

また、県外進学者に対しては引っ越し費用など初期に必要とされる費用を考慮し

た額を定額で貸与することが望ましいと考える。 

 

貸与金額（案） 

種 類 金 額（ 定額 ） 

入学一時金 県内進学者に５０万円、県外進学者に８０万円を貸与 

学 費 年額５０万円を２回に分けて貸与（２５万円×２回） 

 

③ 貸与期間 

貸与期間は、進学先の最短修学期間とし、医学部や歯学部等の６年制課程にも

対応できるよう設定することが望ましいと考える。 

 

④ 応募資格 

応募資格は、「大分市で活躍する人材を育成・確保する」という観点から、次の

要件をすべて満たすことが望ましいと考える。 
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●「大分市内の高等学校等に在籍している者」、または、「保護者が大分市内

に住所を有しかつ、市外や県外の高等学校等（広域通信制高校を含む）に

在籍している者」であって、大学・短大・専修学校（専門課程）に出願予

定の最終学年の学生（高専生は大学３年への編入も含む） 

●卒業後、大分市において貢献・活躍する強い意志を持っており、進学にあ

たり経済的な支援を希望する者 

●学業、人物ともに優秀と認められる者 

 

⑤ 選考方法 

選考は、「大分市内の高等学校等に在籍している生徒」と「市外や県外の高等学

校等に在籍している生徒」とを区分したうえで行うことが望ましいと考える。 

なお、「大分市内の高等学校等に在籍している生徒」については、各高等学校等

が学業成績や人物概評等を基に書類審査や面接等を行い、原則１名を大分市に推

薦した後、大分市が面接等を行い、奨学生を決定する方法が望ましいと考える。 

また、「市外や県外の高等学校等に在籍している生徒」については、申請する生

徒の学習や活動の状況が違うことを踏まえ、大分市が直接、書類審査や小論文、

面接等を行うことにより決定することが望ましいと考える。 

 

⑥ 募集人員 

募集人員は、「大分市内の高等学校等に在籍している生徒」については各校１

名とし、「市外や県外の高等学校等に在籍している生徒」については１名とする

ことが望ましいと考える。 

 

⑦ 他の制度との併用 

大学進学等にかかる学費等の必要経費は個々によって異なるため、各自の状況

に応じた資金の準備として他制度との併用も可能とすることが望ましいと考え

る。 

 

⑧ 奨学資金の返還 

奨学資金の返還は、「定住を促進する」ことや「大分市において貢献・活躍す

る」ことへのインセンティブ（動機付け）を働かせる観点から、一定期間大分市

内に居住していること若しくは、大分市内の事業所等に就業していることの要件

のいずれかを満たした場合、「返還免除」とすることが望ましいと考える。 
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また、卒業後、さらに大学院に進学するなど自己を高めようとする学生にも配

慮し、返還免除を開始するまで一定期間の猶予を設けることも必要であると考え

る。なお、返還猶予期間及び返還免除期間については、それぞれ５年間とするこ

とが望ましいと考える。 

 

⑨ その他 

   本制度を利用して大学等に進学し、卒業後、大分市で貢献・活躍することにつ

いて、大分市は利用者に募集段階で制度の趣旨について周知を図り、積極的・意

欲的に活動してもらうよう努めることが望ましいと考える。 

 

 

 

 

おわりに 

 

本委員会では、今後の大分市奨学資金制度の在り方について、令和５年８月

からこれまで７回にわたり慎重に検討を重ねてきた。 

新たな「返還免除型」の奨学資金は、人口減少や少子高齢化等の社会課題へ

の対応策の一つとして今後の大分市の発展に寄与するものであると考える。 

なお、これまで実施してきた高校生・大学生を対象とした貸与型奨学資金に

ついては、利用者が減少していることや国や県において同様の事業が行われて

いることなどから、大分市教育委員会においては、新たな制度の創設と併せて

既存の貸与型奨学資金事業の廃止に向けて検討する必要があると考える。 

また、新たな奨学資金制度の実施に際しては、生徒、保護者をはじめ広く市

民に周知を図ることを要望する。 
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大分市奨学資金制度検討委員会 検討経過 

 

 開催日 検討内容 

第１回 令和５年８月１７日（木） 
・事業の趣旨説明 

・今後のスケジュール 

第２回 令和５年９月２８日（木） 
・前回の振り返り 

・新制度について 

第３回 令和５年１０月１７日（火） ・新制度の具体的検討 

第４回 令和５年１１月１５日（水） 
・新制度の具体的検討 

・既存事業について 

第５回 令和５年１１月２８日（火） 
・新制度の具体的検討 

・既存事業について 

第６回 令和５年１２月１８日（月） ・中間報告書（案）について 

第７回 令和６年２月１日（木） ・最終報告書（案）について 

 

 


